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１．概観 

1 

トピックス    （1） 6月の米連邦公開市場委員会（FOMC）では、大方の予想通り利上げが決定されました。 
          （2）日本ではグロース株が相対的に優位な状況が続いています。 

株式                            米国の株式市場は、米経済への先行きに対する楽観的な見方が強まり、NYダウ、S&P500種指数が揃って19日に史上最高値を更新しました。    

         欧州の株式市場は、ドラギ欧州中央銀行（ECB）総裁やカーニー・イングランド銀行総裁のタカ派的な発言から下落しました。 

                日本の株式市場は、こう着感の強い展開となりましたが、29日には年初来高値を更新しました。 

債券     日米欧の長期金利は、ウィリアムズ・サンフランシスコ連銀総裁の「インフレ率は来年ごろに2％に上昇する見込み」、ドラギECB総裁の「デフレ圧力はリフレに 

        変わった」、カーニー・イングランド銀行総裁による「数カ月以内に利上げの討議を開始する公算がある」などといったタカ派的な発言を受けて上昇しました。 

為替          米国の地区連銀総裁や欧州の中央銀行総裁によるタカ派的な発言により、円の対米ドルおよび対ユーロ相場は下落しました。 

商品          原油先物価格は、米国の在庫が減少に転じたことから買いが優勢となり、上昇しました。 

         

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に 

           三井住友アセットマネジメント作成 

2017年7月4日 

先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

2017/6/30

NYダウ（米国） 21,349.63 21,008.65 1.62% 20,663.22 3.32% 19,762.60 8.03%
日経平均株価（日本） 20,033.43 19,650.57 1.95% 18,909.26 5.95% 19,114.37 4.81%
DAX指数（ドイツ） 12,325.12 12,615.06 ▲2.30% 12,312.87 0.10% 11,481.06 7.35%
FTSE指数（英国） 7,312.72 7,519.95 ▲2.76% 7,322.92 ▲0.14% 7,142.83 2.38%
上海総合指数（中国） 3,192.43 3,117.18 2.41% 3,222.51 ▲0.93% 3,103.64 2.86%
香港ハンセン指数（中国） 25,764.58 25,660.65 0.41% 24,111.59 6.86% 22,000.56 17.11%

ASX指数（豪州） 5,721.49 5,724.57 ▲0.05% 5,864.91 ▲2.45% 5,665.80 0.98%
MICEX指数（ロシア） 1,879.50 1,900.38 ▲1.10% 1,995.90 ▲5.83% 2,232.72 ▲15.82%
SET指数（タイ） 1,574.74 1,561.66 0.84% 1,575.11 ▲0.02% 1,542.94 2.06%
＜リート＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

S&Pグローバルリート指数 180.36 179.51 0.47% 178.92 0.80% 177.74 1.47%
＜債券＞（利回り）（％） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末差（％） 3カ月前終値 3カ月前差（％） 6カ月前終値 6カ月前差（％）

米国10年国債 2.304 2.203 0.101% 2.387 ▲0.084% 2.444 ▲0.141%
日本10年国債 0.080 0.040 0.040% 0.065 0.015% 0.04 0.040%
ドイツ10年国債 0.466 0.304 0.162% 0.328 0.138% 0.21 0.258%
英国10年国債 1.257 1.046 0.211% 1.139 0.118% 1.239 0.018%

＜為替＞（NY時間引け値） 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

ドル円（円/米ドル） 112.39 110.78 1.45% 111.39 0.90% 116.96 ▲3.91%
ユーロ円（円/ユーロ） 128.40 124.56 3.08% 118.67 8.20% 122.97 4.42%

ユーロドル（米ドル/ユーロ） 1.143 1.124 1.62% 1.065 7.27% 1.052 8.64%
豪ドル円（円/豪ドル） 86.42 82.31 5.00% 84.98 1.70% 84.22 2.62%

ブラジルレアル円（円/ブラジルレアル） 34.33 35.10 ▲2.19% 36.25 ▲5.31% 33.81 1.54%
インドルピー円（円/インドルピー） 1.72 1.74 ▲1.09% 1.69 1.60% 1.67 2.75%

＜商品＞ 先月末の終値 先々月末終値 先々月末比（％） 3カ月前終値 3カ月前比（％） 6カ月前終値 6カ月前比（％）

商品（CRB指数） 174.78 179.77 ▲2.78% 185.88 ▲5.98% 192.51 ▲9.21%
原油先物価格（WTI、米ドルベース） 46.04 48.32 ▲4.72% 50.60 ▲9.01% 53.72 ▲14.30%

＜株式＞

6月の市場動向

2017/5/31 2016/12/312017/3/31
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２．トピックス （1）6月の米連邦公開市場委員会（FOMC）では、大方の予想通り利上げが決定されました。 

＜注目点＞ 6月13日、14日に開催された米連邦公開市場委員会（FOMC）では大方の予想通り利上げが決定されました。ただ今回、市場がより注目し

ていたのは、①米連邦準備制度理事会（FRB）の景気・物価判断、②今後の利上げペース、③FRBの保有資産（バランスシート）縮小に関

する手掛かり、の3点でした。そしてFOMCの結果、①景気は底堅く、物価の弱さは一時的、②緩やかなペースでの利上げを継続、③早ければ年

内にもバランスシート縮小を開始、という当局の考えが明らかになりました。 

 

＜ポイント＞ FOMCでは、景気、物価、利上げに前向きな姿勢が示され、またバランスシート縮小に関する詳細な情報が公表されたにもかかわらず、市場の利

上げの織り込みはあまり進んでいません。これは物価の伸び悩みなど、米国で弱めの米経済指標が続いているためと思われます。従って、今後の金

利や為替の動きをみる上では、米経済指標が極めて重要な材料となります。今後発表される経済指標が、物価の弱さは一時的で、米景気の底

堅さが確認できる内容となれば、米長期金利と米ドルは緩やかな上昇に転じることが見込まれます。 

バランスシート縮小に関する主な方針 

(出所) 米連邦準備制度理事会（FRB）の資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

FOMCメンバーと市場の政策金利見通し 

(注) データは2016年12月から2019年12月。米連邦公開市場委員会（FOMC）メンバー
の見通しは、2017年末から2019年末における適切なFF金利誘導目標の水準に関する
2017年6月14日時点の予想中央値を期間按分して結んだもの。FF金利先物市場の見
通しは2017年6月30日時点の各限月の価格から算出した利回りを結んだもの。 

(出所) FRBの資料やBloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

 財務省証券について、再投資を行わない上限額は当初月60億ドル。その後は3

カ月毎に60億ドルずつ増額し、最終的に月300億ドルまで引き上げる。 

 住宅ローン担保証券について、再投資を行わない上限額は当初月40億ドル。そ

の後は3カ月毎に40億ドルずつ増額し、最終的に月200億ドルまで引き上げる。 

 再投資額が上限に達した後は、その水準を維持し、バランスシートを徐々に縮小

していく。 

 バランスシートの縮小で準備預金残高も減少する。準備預金の規模は、最近の

水準よりもかなり低くなるが、金融危機前の水準よりも大きくなると予想する。 
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２．トピックス （2）日本ではグロース株が相対的に優位な状況が続いています。 

＜注目点＞ 株式投資スタイルの代表的な例として、「割安（バリュー）株」と「成長（グロース）株」が挙げられます。これらは、株価純資産倍率（PBR、１

株当たりの純資産に対し、株価が何倍まで買われているかを表す指標）や、株価収益率（PER、1株当たりの利益に対し、株価が何倍まで買わ

れているかを表す指標）などの基準指標を用いて株式を分類するものであり、一般に、バリュー株は企業の実態（ファンダメンタルズ）に比べ株価

が割安な銘柄群、グロース株は平均よりも高い成長が見込まれる銘柄群とされます。 

 

＜ポイント＞ 過去のデータをみると、日本ではグロース株の相対的な優位性が確認できます。これは、バリュー株の代表格である銀行業指数が長く低迷する一

方、グロース株の代表格である情報・通信業指数は良好なパフォーマンスを継続していることが影響していると推測されます。つまり日本では、長期

にわたる超低金利環境が銀行業の向かい風に、そしてスマートフォンなどの技術革新が情報・通信業の追い風になり、その結果、グロース株の相対

的な好パフォーマンスにつながったと思われます。 

TOPIXバリュー指数とグロース指数 

(注) 基準日は東証株価指数（TOPIX）バリュー指数とグロース指数の基準日である
2008年11月25日。騰落率はプライスリターン。 

(出所) Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

銀行業指数と情報・通信業指数 

(注) データは2008年11月25日から2017年6月30日。銀行業指数と情報・通信業指
数は東証33業種種数。 

(出所) Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

年間騰落率（％）
TOPIX

バリュー指数

TOPIX

グロース指数
TOPIX

2010年 1.0 -2.9 -1.0

2011年 -20.3 -17.6 -18.9

2012年 17.8 18.6 18.0

2013年 51.4 51.5 51.5

2014年 6.9 9.2 8.1

2015年 9.6 10.3 9.9

2016年 -1.1 -2.7 -1.9

＜参考＞基準日～

2017年6月30日
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３．景気動向 

＜現状＞            

＜見通し＞            

米国は、雇用の増加が所得、消費の拡大を促し、それが雇用の増大につながるという好循環を維持しています。 

欧州は、雇用増や金利低下等による内需の回復に支えられて、堅調に推移しています。 

日本は、輸出の回復が緩やかになりつつありますが、消費活動が堅調に推移しています。 

中国は、景気過熱を回避するために金利を高め誘導した結果、4-6月期の成長ペースがやや鈍化しました。 

豪州は、資源セクターが軟調ですが、非資源セクターが景気を下支えしています。 

 

米国は、個人消費の安定した拡大により緩やかな成長を維持する見込みです。トランプ大統領の景気対策の効果は18年から本格化する見通しです。 

欧州は、金融政策と財政政策の支援を受け、内需を牽引役に緩やかな景気拡大が続く見通しです。 

日本は、世界的な景気拡大や政府の景気対策に支えられ、緩やかな回復を続ける見通しです。 

中国は、景気の過熱感が収まり、安定した拡大軌道に乗ると予想されます。 

豪州は、17年後半から資源セクターを含め設備投資の調整が一巡し、景気は拡大のペースを速める見込みです。 

日本の実質GDP 

（注）データは2014年1-3月期～2017年1-3月期。 
（出所）内閣府などのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

4 

（注）データは2015年1月～2017年6月。雇用者数は前月比増減。 
（出所）米国労働省のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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４．企業業績と株式 

  S&P500指数の17年6月の1株当たり予想利益（EPS）は139.26ドル（前年同月比＋9.1％）と9カ月連続で過去最高を更新しました。一方、東

証株価指数（TOPIX）の予想EPSは111.64円（同＋12.1％）と、5カ月連続で前年同月比プラスとなりました。 

    米国株式市場は、S&P500指数が19日に史上最高値を更新したものの、年初から相場を牽引してきたテクロノジー株が利益確定の売りに押され下落し

たり、ストレステストを波乱なく通過した銀行株が上昇するなどの変化が見られました。 

    日本株式市場は、こう着感の強い展開となりましたが、29日に年初来高値を更新しました。 

 

    S&P500指数の17年予想EPSは前年比＋11.4％、18年は同＋11.7％となる見通しです（トムソン・ロイターズI/B/E/S、17年6月30日時点）。

一方、日本の17年度予想経常増益率は前年度比＋13.4％と2桁の増益、18年度が同＋8.2％の増益見通しです（東証1部除く金融、QUICK

コンセンサスベース、17年6月30日時点）。 

  米国株式市場はやや割高感があり、上値が抑制されています。今後については、米景気が公共投資の拡大などを支えに18年以降も堅調に推移すると期

待されること、企業業績に上振れ余地があることなど、株式市場を巡る環境は良好と考えられます。 

    日本の株式市場は、海外株式市場が堅調なうえにドル円相場も落ち着いていること、相対的な割安感があることなどから、日経平均株価で2万円台を

固める展開になると考えられます。 

＜現状＞            

＜見通し＞            

（注）データは2007年6月～2017年6月。EPSはI/B/E/Sによる予想ベース。（出所）FactSetのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

EPSと株価指数の推移（米国） EPSと株価指数の推移（日本） 

※EPSとは・・・［Earnings Per Share］＝1株当たり利益。当期利益を発行済株式数で割ったものです。 

5 
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豪州 英国 米国

日本 ユーロ圏

５．金融政策 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注1）日本は政策金利（参考値）、米国はFederal Fund Rate、ユーロ圏はECB預金ファシリティ金利、英国はRepo Rate、豪州はOfficial Cash Rateを使用。 

（注2）データは2015年6月1日～2017年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

  FRBは、6月13日～14日に開催されたFOMCで、政策金利（FFレート）の誘導レンジを0.25％引き上げ1.00％～1.25％とすることを決定しました。

さらに、年内にFRBのバランスシート縮小に着手する予定と述べました。 

    欧州中央銀行（ECB）は、6月8日の理事会で現行の金融政策維持を決定しました。政策金利、預金ファシリティ金利はそれぞれ0.00％、

▲0.40％に据え置きました。量的緩和政策については、購入規模を600億ユーロとし、少なくとも17年12月末まで続けます。 

    日本銀行は6月16日に開催した金融政策決定会合で、金融政策の現状維持を決定しました。短期の政策金利を▲0.1％、長期金利である10年物

国債利回りをゼロ％程度に操作する金融調節を維持するとしました。長期国債を買い増すペースも年約80兆円目処に据え置きました。 

 

    米国では、景気拡大が続くものの、インフレ上昇が緩やかなものにとどまると見られるため、17年はあと1回、0.25％の利上げが予想されます。加えて、

FRBはバランスシートの縮小を17年内に開始する意向を表明しています。 

    ユーロ圏では、ECBが17年12月末までの量的緩和政策の延長を決定しています。ただ、ECBの景気評価が僅かながら前進し、物価も底入れしつつあ

ることを踏まえると、9月の理事会で量的緩和策の縮小が発表されると考えられます。 

    日銀は、経済が緩やかな拡大を続け、物価上昇率も高まるものの、日銀が目標とする2％に到達するには時間を予想する見通しであることから、当面の

ところ金融政策を据え置く見込みです。 

各国・地域の政策金利の推移 
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６．債券 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注）データは2015年6月1日～2017年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（注1）データは2015年6月～2017年6月の月次データ。 

（注2）社債利回りはブルームバーグ・バークレイズ・グローバル社債インデックス（投資適格×80％＋ 

      ハイイールドBB/B×20％）。先進国国債利回りはシティ世界国債インデックス。 

（出所）Bloomberg L.P.、Citigroup Index LLCのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

  6月末の債券利回りは前月末に比べ上昇しました。米国では、6月14日、15日に開催されたFOMCで利上げが実施されましたが、消費者物価や小

売売上高など市場予想を下回る経済指標の発表や原油価格の下落を受け、今後の利上げ速度は緩慢なものになるとの見方が強まったため、下旬ま

で概ね低下基調を辿りました。しかし、月末にかけて、ウィリアムズ米サンフランシスコ連銀総裁、ドラギECB総裁、カーニー英中銀（BOE）総裁などによ

る利上げに前向きな発言を受け、欧米の利回りは上昇しました。月末の米国10年国債利回りは2.30%、ドイツ10年国債利回りは0.47％、日本の

10年国債利回りは0.08％でした。社債については、投資家の利回りへの需要が根強く、投資適格債は堅調だったものの、ハイイールド債は原油価格

の下落が響いて軟調な推移となりました。   

  米国では、底堅い景気と低いインフレ率との綱引きとなり、長期金利は当面レンジ内で推移する見通しです。 

  欧州では、景気拡大が続くなか、今後はECBの金融緩和姿勢が徐々に後退していくことが想定され、長期金利は緩やかな上昇が見込まれます。 

  日本では、日銀のイールドカーブ・コントロールにより、長期金利は低位での安定した推移が予想されます。 

  米国など主要国の社債市場は、企業の底堅い業績などを背景に、社債スプレッドは引き続き安定的に推移する見通しです。 

各国の10年国債利回りの推移 社債・先進国国債の利回り、社債スプレッドの推移 
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７．為替 

  円相場は、対ドル、対ユーロ、対豪ドルで下落しました。月の前半は市場予想を下回る米国の経済指標を受け、利上げの速度が緩やかになるとの

見方が強まり、対米ドルは一時109円台まで上昇しました。しかし、14日、15日に開催された米FOMCで政策金利が引き上げられたこと、今年内に

FRBのバランスシート縮小に着手する予定とされたことなどから米ドルが買われ、6月末の円相場は1米ドル=112円台前半で引けました。一方、対

ユーロでは、ECB総裁など欧州主要中銀総裁のタカ派的な発言によりユーロが買われ、円は5月末の1ユーロ＝124.56円から6月末の同128.40

円へと下落、対豪ドルでも5月末の1豪ドル＝82.31円から6月末の同86.42円まで下落しました。 

  米国景気は底堅く推移しており、FRBの利上げがドルの支援要因となる一方で、トランプ大統領のドル高けん制姿勢が意識されていることから、円相

場は対ドルで一進一退の展開が予想されます。対ユーロでは、良好な域内経済やECBの金融緩和縮小方針がユーロの支援材料になると予想され

ます。また、英国のEU離脱選択に伴う不透明感はあるものの、対英ポンドは当面レンジ内での推移となりそうです。一方、対豪ドルでは、豪州の成長

率鈍化が豪ドルの頭を抑える公算はありますが、資源価格の持ち直しや経常収支の改善などを踏まえると、豪ドルの下落リスクは小さいと見られます。 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注）データは2015年6月1日～2017年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

各通貨の対円レート 
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８．リート 

  グローバルリート市場は、FRBによる利上げの速度は緩やかなものにとどまるとの観測が強まり、米国を中心に金利が低下したことから、中旬までは

上昇基調を辿りました。下旬はECB総裁やイングランド銀行総裁等のタカ派的な発言を受けて利上げ観測が浮上したことから、軟調な動きとなり

ましたが、月間ではグローバルリート市場は小幅な上昇となりました。 

 

  FRBによる利上げのペースは緩やかなものになると見られ、米長期金利は当面レンジ内の推移が見込まれます。世界的に緩和的な金融環境に

依然変わりはなく、投資家が相対的に高い利回りを求める需要は根強いことが引き続きグローバルリート市場をサポートすると考えられます。世界

的な景気拡大と低金利環境の下で、グローバルリート市場は底堅い展開が予想されます。 

＜現状＞ 

            

＜見通し＞            

（注1）日本円ベースは2005年1月1日の米ドルベースを基準に指数化。 

（注2）データは2015年6月1日～2017年6月30日。 

（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

代表的グローバルリート指数の推移 
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９．まとめ 

  S&P500指数の17年予想EPSは、前年比＋11.4％、18年は同+11.7％となる見通しです（トムソン・ロイターズI/B/E/S、17年6月30日時

点）。一方、日本の17年度予想経常増益率は、前年度比＋13.4％と2桁の増益が見込まれます（東証1部除く金融、QUICKコンセンサスベー

ス、17年6月30日時点）。 

  米国株式市場にはやや割高感があり、上値が抑制されていますが、米景気が公共投資を支えに18年以降も堅調に推移する見通しであること、企

業業績にも上振れの余地があることなど、株式市場を取り巻く環境は良好と考えられます。日本の株式市場は、海外市場が堅調なうえにドル円相

場も落ち着いていること、相対的に割安感があることなどから、日経平均株価で2万円台を固める展開になると考えられます。 

 

  米国では、底堅い景気と低いインフレ率との綱引きとなり、長期金利は当面レンジ内での推移となる見通しです。 

  欧州では、景気拡大が続くなか、今後はECBの金融緩和姿勢が徐々に後退していくことが想定され、長期金利は緩やかな上昇が見込まれます。 

  日本では、日銀のイールドカーブ・コントロールにより、長期金利は低位での安定推移が見込まれます。 

  米国など主要国の社債市場は、企業の底堅い業績などを背景に、社債スプレッドは引き続き安定的に推移する見通しです。 

   

  米国景気は底堅く推移しており、FRBの利上げがドルのサポート要因となる一方で、トランプ大統領のドル高けん制姿勢が意識されていることから、

円相場は対ドルで一進一退の展開が見込まれます。対ユーロでは、良好な域内経済やECBの金融緩和縮小方針がユーロの支援材料になると予

想されます。また、英国のEU離脱選択に伴う不透明感はあるものの、対英ポンドも当面レンジ内での推移となりそうです。一方、対豪ドルでは、豪州

経済の成長率鈍化が豪ドルの頭を抑える公算はありますが、資源価格の底入れや経常収支改善を踏まえると、豪ドルの下落リスクは小さいと見ら

れます。 

   

  FRBによる利上げのペースは緩やかなものになると見られ、米長期金利は当面レンジ内での推移が見込まれます。世界的に緩和的な金融環境に依

然変わりはなく、投資家が相対的に高い利回りを求める需要は根強いことが引き続きグローバルリート市場をサポートすると考えられます。世界的な

景気拡大と低金利環境の下で、グローバルリート市場は底堅い展開が予想されます。 

 

＜株式＞            

＜債券＞            

＜為替＞            

＜リート＞            
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【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】 
●投資信託に係るリスクについて 

投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むこと

があります。運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証

するものでもありません。 

  

●投資信託に係る費用について 

ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。 

◆直接ご負担いただく費用・・・申込手数料 上限3.78％（税込） 

              ・・・換金（解約）手数料 上限1.08%（税込） 

            ・・・信託財産留保額 上限3.00％ 

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 年 3.834％（税込） 

◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにかかる消費税等相当額を含みます。）、および外国における資産の保管 

         等に要する費用等が信託財産から支払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託 

         証券を組み入れる場合には、お客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投資資産の取引費用等が発生します。こ 

         れらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等により金額が決定し、運用の状況により変化するため、あらかじめその上限額、計算方法等を具体的には記載 

         できません。 

※なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等の理由によりあらかじめ具体的に記載することはできません。 

上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三井住友アセットマネジメントが運用するすべての投資信託における、それぞれの費

用の最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）や契

約締結前交付書面等を必ず事前にご覧ください。  

 

●投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。 

●投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますのでご注意ください。 

[2017年5月31日現在] 
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